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 全国健康保険協会理事長 
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厚生労働省保険局長 

（ 公 印 省 略 ） 

 

 

「社会保険診療報酬支払基金法第十五条第三項の規定に基づき厚生労働大

臣の定める医療に関する給付等の一部を改正する告示」の告示等について 

 

 

 「社会保険診療報酬支払基金法第十五条第三項の規定に基づき厚生労働大臣の定め

る医療に関する給付等の一部を改正する告示」（令和２年厚生労働省告示第 199 号。

以下「改正告示」という。）については、本日告示され、令和２年５月１日より適用

することとされたところである。 

 改正告示の改正の趣旨及び改正の主な内容は下記のとおりであるので、関係者、関

係団体等に対し、その周知徹底を図るとともに、その運用に遺漏なきようお願いする。 

 

記 

 

１ 改正の趣旨 

新型コロナウイルス感染症に感染した患者のうち、宿泊療養・自宅療養を実施し

ている軽症者等に対する医療に係る被保険者の自己負担額については、公費により

負担することとしており、各医療機関から都道府県に対して請求を行うこととして

いる。これに伴い、社会保険診療報酬支払基金においてレセプト請求事務と同時に

補助金の各都道府県への請求事務を行うことを可能とする。 

また、これに伴い、他の公費負担医療と同様に、宿泊療養・自宅療養を実施して

いる軽症者等に対する医療を特定給付対象療養として位置付け、当該療養に係る自

己負担額を高額療養費の算定に用いる自己負担額の対象外とする（公費負担医療に

よる支給を受けてもなお負担すべき額がある場合には、当該負担すべき額を高額療

養費の算定に用いる自己負担額の対象とする）。 

殿 



 

２ 改正の主な内容 

（１）「社会保険診療報酬支払基金法第十五条第三項の規定に基づき厚生労働大臣の

定める医療に関する給付」(昭和 52 年厚生省告示第 239 号)の改正 

社会保険診療報酬支払基金法（昭和 23 年法律第 129 号）第 15 条第３項にお

いては、社会保険診療報酬支払基金が、国、都道府県、市町村又は独立行政法

人（以下「国等」という。）の委託を受けて、国等が行う医療に関する給付で

あって厚生労働大臣の定めるものについて医療機関が請求することができる

費用の額の審査及び支払に関する事務を行うことができることとしている。 

この厚生労働大臣の定める医療に関する給付として、「令和二年四月三十日

医政発〇四三〇第五号・健発〇四三〇第一号厚生労働省医政局長及び健康局長

通知「新型コロナウイルス感染症緊急包括支援事業の実施について」による新

型コロナウイルス感染症対策事業に係る医療費の支給」（以下「新型コロナウ

イルス感染症対策事業に係る医療費の支給」という。）を追加する。 

 

（２）「療養の給付及び公費負担医療に関する費用の請求に関する省令第一条第一項

第十号の規定に基づき厚生労働大臣の定める医療の給付」（昭和 52 年厚生省告

示第 240 号）及び「訪問看護療養費及び公費負担医療に関する費用の請求に関

する省令第一条第八号の規定に基づき厚生労働大臣が定める医療に関する給

付」（平成６年厚生省告示第 347 号）の改正 

療養の給付及び公費負担医療に関する費用の請求に関する省令（昭和 51 年

厚生省令第 36 号）第１条第１項第 10 号においては、保険医療機関等が療養の

給付又は公費負担医療に関し費用を請求する際に、公費負担医療のうち同項第

１号から第９号の５までに掲げるもののほか医療に関する給付であって厚生

労働大臣が定めるものについて、電子情報処理組織の使用による請求又は光デ

ィスク等を用いた請求を行うことができることとしている。 

当該厚生労働大臣が定める医療に関する給付として、新型コロナウイルス感

染症対策事業に係る医療費の支給を追加する。 

※ 「訪問看護療養費及び公費負担医療に関する費用の請求に関する省令第

一条第八号の規定に基づき厚生労働大臣が定める医療に関する給付」に

おいても同様の改正を行う。 

 

（３）「健康保険法施行規則第九十八条第十一号及び船員保険法施行規則第八十六条

第十二号の規定に基づき厚生労働大臣が定める医療に関する給付」（昭和 59 年

厚生省告示第 155 号）及び「国民健康保険法施行規則第二十七条の十二第十一

号の規定に基づき厚生労働大臣が定める医療に関する給付」（平成 20 年厚生労

働省告示第 238 号）の改正 

健康保険法施行令（大正 15 年勅令第 243 号。以下「健保令」という。）第

41 条第１項第２号及び船員保険法施行令（昭和 28 年政令第 240 号。以下「船



保令」という。）第８条第１項第２号においては、特定給付対象療養を高額療

養費の対象とする旨を規定しており、特定給付対象療養はそれぞれの規定にお

いて原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律による一般疾病医療費の支給

その他厚生労働省令で定める医療に関する給付が行われるべき療養と規定さ

れている。 

この厚生労働省令で定める医療に関する給付が行われるべき療養について

は、健康保険法施行規則（大正 15 年内務省令第 36 号。以下「健保則」という。）

第 98 条各号及び船員保険法施行規則（昭和 15 年厚生省令第５号。以下「船保

則」という。）第 86 条各号に規定されているところ、健保則第 98 条第 11 号及

び船保則第86条第12号に掲げる厚生労働大臣が定める医療に関する給付とし

て、新型コロナウイルス感染症対策事業に係る医療費の支給を追加する。 

※ 「国民健康保険法施行規則第二十七条の十二第十一号の規定に基づき厚

生労働大臣が定める医療に関する給付」においても同様の改正を行う。 

 

（４）「健康保険法施行規則第百六条第一項第八号及び第百七条第十号並びに船員保

険法施行規則第九十六条第一項第八号及び第九十七条第十号の規定に基づき

厚生労働大臣が定める医療に関する給付」（昭和 59 年厚生省告示第 157 号）及

び「国民健康保険法施行規則第二十七条の十五第一項第八号の規定に基づき厚

生労働大臣が定める医療に関する給付」（平成 19 年厚生労働省告示第 34 号）

の改正 

健保令第43条第５項及び第７項並びに船保令第10条第５項及び第７項にお

いては、「原爆一般疾病医療費の支給その他厚生労働省令で定める医療に関す

る給付が行われるべき療養」について、被保険者が支払うべき一部負担金等の

支払が行われなかったときは、保険者は、当該療養に要した費用のうち高額療

養費として被保険者に支給すべき額に相当する額を当該保険医療機関等に支

払うものとされ、被保険者が保険医療機関等において現物給付で公費負担医療

を受けることができることとされている。 

この厚生労働省令で定める医療に関する給付が行われるべき療養について

は、健保則第 106 条第 1 項各号及び第 107 条各号並びに船保則第 96 条第１項

各号及び第 97 条各号に規定されているところ、健保則第 106 条第１項第８号

及び第 107条第 10号並びに船保則第 96条第１項第８号及び第 97条第 10号に

掲げる厚生労働大臣が定める医療に関する給付として、新型コロナウイルス感

染症対策事業に係る医療費の支給を追加する。 

※ 「国民健康保険法施行規則第二十七条の十五第一項第八号の規定に基づ

き厚生労働大臣が定める医療に関する給付」においても同様の改正を行う。 

 

（５）「健康保険法施行規則第百六条第二項第三号及び第百八条第七号並びに船員保

険法施行規則第九十六条第二項第三号及び第九十八条第五号の規定に基づき



厚生労働大臣が定める医療に関する給付」（平成６年厚生省告示第 301 号）及

び「国民健康保険法施行規則第二十七条の十五第二項第五号の規定に基づき厚

生労働大臣が定める医療に関する給付」（平成 19 年厚生労働省告示第 35 号）

の改正 

健保令第43条第５項及び第７項並びに船保令第10条第５項及び第７項にお

いては、「原爆一般疾病医療費の支給その他厚生労働省令で定める医療に関す

る給付が行われるべき療養」について、被保険者が支払うべき一部負担金等の

支払が行われなかったときは、保険者は、当該療養に要した費用のうち高額療

養費として被保険者に支給すべき額に相当する額を当該指定訪問看護事業者

に支払うものとされ、被保険者が指定訪問看護事業者において現物給付で公費

負担医療を受けることができることとされている。 

この厚生労働省令で定める医療に関する給付が行われるべき療養について

は、健保則第 106 条第２項各号及び第 108 条各号並びに船保則第 96 条第２項

各号及び第 98 条各号に規定されているところ、健保則第 106 条第２項第３号

及び第108条第７号並びに船保則第96条第２項第３号及び第98条第５号に掲

げる厚生労働大臣が定める医療に関する給付として、新型コロナウイルス感染

症対策事業に係る医療費の支給を追加する。 

※ 「国民健康保険法施行規則第二十七条の十五第二項第五号の規定に基づ

き厚生労働大臣が定める医療に関する給付」においても同様の改正を行

う。 

 

３ 適用期日等 

  改正告示は令和２年５月１日から適用する。 

  なお、適用期日前に行われた令和２年４月診療分の新型コロナウイルス感染症対

策事業に係る医療費の支給については、なお従前の例によるものとする。 









 

 

医政発０４３０第５号 

健発０４３０第１号 

令和２年４月３０日 

 

 

 

各都道府県知事 殿 

 

 

 

厚生労働省医政局長 

（ 公 印 省 略 ） 

厚生労働省健康局長 

（ 公 印 省 略 ） 

 

 

 

新型コロナウイルス感染症緊急包括支援事業の実施について 

 

 

 

新型コロナウイルス感染症への対応として緊急に必要となる感染拡大防止や医療提供体

制の整備等について、都道府県の取組を包括的に支援するため、今般、別紙のとおり「新

型コロナウイルス感染症緊急包括支援事業実施要綱」を定め、令和２年４月１日から適用

することとしたので通知する。 

なお、貴職から貴管内の市区町村に対して通知するとともに、関係機関等に周知するよ

うお願いする。 
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別紙 

 

新型コロナウイルス感染症緊急包括支援事業実施要綱 

 

１ 目的 

新型コロナウイルス感染症への対応として緊急に必要となる感染拡大防止や医療提供

体制の整備等について、地域の実情に応じて、柔軟かつ機動的に実施することができる

よう、都道府県の取組を包括的に支援することを目的とする。 

 

２ 実施主体 

（１）新型コロナウイルス感染症緊急包括支援事業（以下「事業」という。）の実施主体

は、都道府県とする。都道府県は、その責任の下に事業を実施するものとする。 

（２）都道府県は、地域の実情に応じ、市区町村や民間団体など、当該都道府県が適切と

認める者に事業を補助又は助成等により実施することができる。この場合において、

補助等を行う都道府県は、補助等による事業実施及び補助先の選定に対して責任を有

するとともに、補助先等と密接に連携を図り、事業の実施状況の把握を行い、より効

果的な事業となるよう取り組むとともに、事業全体の執行及び管理について、責任を

持って実施すること。 

 

３ 事業内容 

（１）新型コロナウイルス感染症に関する相談窓口設置事業 

ア 目的 

帰国者・接触者相談センターなど新型コロナウイルス感染症に関する相談窓口の

設置について支援を行うことにより、公衆衛生の向上を図ることを目的とする。 

  イ 実施者 

都道府県、政令市（地域保健法（昭和２２年法律第１０１号）第５条の政令で定

める市をいう。以下同じ。）及び特別区 

ウ 内容 

帰国者・接触者相談センターなど新型コロナウイルス感染症に関する相談窓口を

設置する。 

エ 留意事項 

本事業の対象施設は、「新型コロナウイルス感染症に対応した医療体制について」

（令和２年２月１日厚生労働省医政局地域医療計画課・健康局結核感染症課事務連

絡）に基づき設置された帰国者・接触者相談センター及びこれに準じて今般の新型

コロナウイルス感染症に対応するために新たに設置した相談窓口とする。 

 

（２）新型コロナウイルス感染症対策事業 

ア 目的 

新型コロナウイルス感染症患者等の入院病床の確保等について支援を行うことに
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より、公衆衛生の向上を図ることを目的とする。 

  イ 実施者 

    都道府県、政令市及び特別区 

ウ 内容 

新型コロナウイルス感染症患者等について、感染症の予防及び感染症の患者に対  

する医療に関する法律（平成１０年法律第１１４号）等に基づき当該患者を入院さ

せるに当たって、病床確保、消毒、搬送、患者対応に伴い深夜勤務となる医療従事

者の宿泊施設確保等を行うとともに、新型コロナウイルス感染症患者を診察した医

療機関において、消毒等を行う。 

また、新型コロナウイルス感染症患者等であって、高齢者や基礎疾患を有する者

など以外の方で、症状がない又は医学的に症状が軽い方（以下「軽症者等」とい

う。）について、自宅療養及び宿泊療養を行う場合、健康管理、宿泊療養が可能な

施設等の確保、宿泊施設における運営等を行う。 

エ 留意事項 

（ア）病床確保の対象施設は、「新型コロナウイルス感染症患者等の入院病床の確保

について（依頼）」（令和２年２月９日厚生労働省健康局結核感染症課事務連絡）

等に基づき、新型コロナウイルス感染症患者等を入院させる医療機関とする。 

（イ）病床確保の対象となる病床は、感染症指定医療機関における感染症病床以外 

の病床又は感染症指定医療機関以外の医療機関の病床であって、「新型コロナウ

イルス感染症患者等の入院病床の確保について（依頼）」（令和２年２月９日厚生

労働省健康局結核感染症課事務連絡）等に基づき、新型コロナウイルス感染症患

者等の入院のために確保するものとして、都道府県等が厚生労働省に協議した病

床に限るものとする。 

（ウ）医療従事者の宿泊施設確保の対象は、医療機関があらかじめ契約等により指定

する宿泊施設であって、医療従事者が新型コロナウイルス感染症患者の対応のた

め業務が深夜に及んだ場合、若しくは基礎疾患を有する家族等と同居しており帰

宅することが困難である場合等に限るものとする。 

（エ）軽症者等の対応については、「新型コロナウイルス感染症の軽症者等に係る宿

泊療養及び自宅療養の対象並びに自治体における対応に向けた準備について」

（令和２年４月２日厚生労働省新型コロナウイルス感染症対策推進本部事務連絡）

等に基づき実施すること。 

 

（３）新型コロナウイルス感染症患者等入院医療機関設備整備事業 

ア 目的 

新型コロナウイルス感染症について、国は都道府県に対し、必要に応じて適切な

医療の提供を確保するよう依頼しているところである。これに基づき都道府県が確

保した、新型コロナウイルス感染症患者等の入院医療を提供する医療機関（以下

「新型コロナウイルス感染症患者等入院医療機関」という。）において、入院患者

に対する医療を提供する中で病床及び医療資器材の不足が生じ、迅速かつ適切な医
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療の提供ができなくならないようにするため、必要な病床及び医療資器材等につい

てあらかじめ整備し、医療体制の強化を図ることを目的とする。 

  イ 実施者 

    都道府県及び新型コロナウイルス感染症患者等入院医療機関 

ウ 内容 

新型コロナウイルス感染症患者等入院医療機関の設備整備を支援する。 

  エ 整備対象設備 

（ア）新設、増設に伴う初度設備を購入するために必要な需要品(消耗品)及び備品購   

入費 

（イ）人工呼吸器及び付帯する備品 

（ウ）個人防護具 (マスク、ゴーグル、ガウン、グローブ、キャップ、フェイスシー

ルド) 

（エ）簡易陰圧装置 

（オ）簡易ベッド 

（カ）体外式膜型人工肺及び付帯する備品 

（キ）簡易病室及び付帯する備品 

オ 留意事項 

（ア）個人防護具の整備にあたっては、各品目の規格に関する一例を別添に示したの

で、整備する際は参考にされたい。また、個人防護具の整備にあたっては、適切

に管理すること。 

（イ）事業実施にあたっては、対象医療機関が通常使用している医療資器材について

事前に把握し、医療従事者が支障なく使用できるよう考慮すること。 

 

（４）帰国者・接触者外来等設備整備事業 

ア 目的 

新型コロナウイルス感染症の感染拡大に十分対応し、同感染症の疑い例を、診療

体制等の整った医療機関に確実につなぐため、疑い例を診察する帰国者・接触者外

来等を設置することにより、国民の不安を軽減するとともに、まん延をできる限り

防止することを目的とする。 

  イ 実施者 

都道府県及び帰国者・接触者外来等 

ウ 内容 

 帰国者・接触者外来等の設備整備を支援する。 

  エ 整備対象設備 

（ア）ＨＥＰＡフィルター付き空気清浄機 

（イ）ＨＥＰＡフィルター付きパーテーション 

（ウ）個人防護具 (マスク、ゴーグル、ガウン、グローブ、キャップ、フェイスシー

ルド) 

（エ）簡易ベッド 
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（オ）簡易診療室及び付帯する備品 

オ 留意事項 

（ア）対象施設は、「新型コロナウイルス感染症に対応した医療体制について」（令和

２年２月１日厚生労働省医政局地域医療計画課・健康局結核感染症課事務連絡」

に基づき設置された帰国者・接触者外来及び感染症専用の外来部門とする。 

（イ）個人防護具の整備にあたっては、各品目の規格に関する一例を別添に示したの

で、整備する際は参考にされたい。また、個人防護具の整備にあたっては、適切

に管理すること。 

 

（５）感染症検査機関等設備整備事業 

ア 目的 

地方衛生研究所等における検査機器の導入を支援することにより、新型コロナウ

イルス感染症の検査体制を整備することを目的とする。 

  イ 実施者 

都道府県、政令市、特別区及び新型コロナウイルス感染症の検査を実施する機関

（都道府県等を除く機関） 

ウ 内容 

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律第１５条第４項の規

定により都道府県、政令市及び特別区が行う検査に必要な設備を整備する。また、

新型コロナウイルス感染症の検査を実施する機関が行う設備整備を支援する。 

  エ 整備対象設備 

（ア）次世代シークエンサー 

（イ）リアルタイムＰＣＲ装置 

（ウ）等温遺伝子増幅装置 

オ 留意事項 

新型コロナウイルス感染症の検査を実施する機関が行う設備整備については、事 

前に厚生労働省と調整すること。 

 

（６）感染症対策専門家派遣等事業 

ア 目的 

新型コロナウイルス感染症の小規模患者クラスター（集団）が一部地域で発生す

るなど早急に感染拡大防止対策を講じる必要が生じた場合に、感染症対策に係る専

門家の派遣や、専門家等の下で現場での活動を行うための情報共有や意見交換等を

行うことにより、感染拡大の防止を図ることを目的とする。 

  イ 実施者 

    都道府県、政令市及び特別区 

ウ 内容 

感染症が発生した場合に、感染地域における感染拡大を防止するため、速やかに

外部から感染症対策に係る専門家を派遣できる体制を構築する。また、感染症対策
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に係る専門家等の下で、現場での活動を行うための情報共有や意見交換を行い、必

要に応じて助言等の技術的支援を行う。 

  エ 留意事項 

    事業実施に当たっては、事前に厚生労働省と調整を行い、必要に応じて厚生労働

省が派遣する専門家等と連携すること。 

 

（７）新型コロナウイルス重症患者を診療する医療従事者派遣体制の確保事業 

ア 目的 

    新型コロナウイルス感染症重症患者の治療を行うために必要な医療機器（人工呼

吸器及び体外式膜型人工肺）を正しく扱える知識を持った医師等医療従事者を派遣

することにより、新型コロナウイルス感染症重症患者に対応可能な医療提供体制を

確保することを目的とする。 

イ 実施者 

    都道府県、市区町村及びその他厚生労働大臣が認める者 

ウ 内容 

    都道府県の調整のもと、新型コロナウイルス感染症重症患者が入院している医療

機関（派遣先）において当該患者の診療に従事するため、新型コロナウイルス感染

症重症患者の治療に必要な医療機器を正しく扱える知識を持った医師等医療従事者

の派遣を行う医療機関（派遣元）を対象に、その派遣実績に応じて支援を行うもの

とする。 

エ 留意事項 

  （ア）派遣先は、「新型コロナウイルス感染症の患者数が大幅に増えたときに備えた

入院医療提供体制等の整備について（改訂）」（令和２年３月 26日厚生労働省新型

コロナウイルス感染症対策推進本部事務連絡）の別添資料において定める「重症

者」が入院している医療機関とする。 

  （イ）派遣される医療従事者は、人工呼吸器または体外式膜型人工肺に関する臨床上

の十分な経験や研修の受講実績がある者とする。 

 

（８）ＤＭＡＴ・ＤＰＡＴ等医療チーム派遣事業 

ア 目的 

    新型コロナウイルス感染症患者が増加し、通常の都道府県内の医療提供体制にお

いて当該患者への対応が困難、又はその状況が見込まれる場合に、ＤＭＡＴ・ＤＰ

ＡＴ等の医療チーム（以下「医療チーム」という。）を都道府県調整本部等へ派遣

することで、新型コロナウイルス感染症患者に円滑に対応できる医療提供体制を確

保することを目的とする。 

イ 実施者 

    都道府県、市区町村及びその他厚生労働大臣が認める者 

ウ 内容 

    都道府県の調整のもと、医療チームを都道府県調整本部等へ派遣し、新型コロナ
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ウイルス感染症患者に係る搬送先医療機関の選定や搬送手段の調整の支援を行うと

ともに、特に重症度が高い患者については医療チーム隊員同伴での搬送を行う。ま

た、必要に応じて、新型コロナウイルス感染症患者が増加している医療機関等への

医療チーム派遣による医療提供及びその調整を行う。 

エ 留意事項 

    事業の実施に当たっては、各都道府県における新型コロナウイルス感染症患者の

増加の状況に見合う規模とするものとすること。 

 

（９）新型コロナウイルスに感染した医師にかわり診療を行う医師派遣体制の確保事業 

ア 目的 

    医療機関に勤務する医師が新型コロナウイルス感染症に感染（同感染症の疑いが

ある場合を含む）し診療が行えなくなった場合でも、継続した診療が行えるよう他

の医療機関から医師の派遣を行い、地域の医療提供体制を確保することを目的とす

る。 

イ 実施者 

    都道府県、市区町村及びその他厚生労働大臣が認める者 

ウ 内容 

    新型コロナウイルス感染症に感染（同感染症の疑いがある場合を含む）し診療が

行うことができなくなった医師が勤務する医療機関（派遣先）において代わりに診

療に従事するため、医師の派遣を行う医療機関（派遣元）に対して、その派遣実績

に応じて支援を行うものとする。 

エ 留意事項 

    派遣期間は、新型コロナウイルス感染症に感染（同感染症の疑いがある場合を含

む）した医師が、その治療又は就業制限のため、勤務している医療機関において診

療に従事することができない期間とする。 

 

（10）医療搬送体制等確保事業 

ア 目的 

    都道府県内の患者受入れを調整する機能を有する組織・部門に患者搬送コーディ

ネーターの配置を行い、広域搬送体制の整備等を行うことにより新型コロナウイル

ス感染症に対応する医療提供体制を確保することを目的とする。 

イ 実施者 

    都道府県 

ウ 内容 

    新型コロナウイルス感染症患者の搬送を行うため、都道府県内の患者受入れを調

整する機能を有する組織・部門に「患者搬送コーディネーター」を配置し、患者の

状態を考慮した上で搬送の是非に係る判断、搬送先の選定を行い、必要に応じて、

患者の搬送を行うものとする。 

エ 留意事項 
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    新型コロナウイルス感染症患者（疑い患者を含む。）の搬送の場合は、都道府県

を越えた患者の搬送であって他の搬送手段によることができないものを対象とする。 

 

（11）ヘリコプター患者搬送体制整備事業 

ア 目的 

    新型コロナウイルス感染症患者をドクターヘリ等のヘリコプターで搬送できるよ

うにすることにより、特に島しょ部やへき地における搬送、状況や重症度によって

は都道府県を越えた搬送にも対応した搬送体制を整備することを目的とする。 

イ 実施者 

    都道府県 

ウ 内容 

    ドクターヘリ等のヘリコプターにおける新型コロナウイルス感染症患者の広域搬

送を可能とするため、当該患者を隔離搬送するために感染防止に必要な設備（交換

用消耗品を含む）の整備を支援する。 

エ 整備対象設備等 

  （ア）新型コロナウイルス感染症患者を隔離搬送するために開発されたバッグ 

  （イ）当該患者を搬送する都度で必要となる、当該バッグに係る交換用消耗品 

 

（12）新型コロナウイルス感染症の影響に対応した医療機関の地域医療支援体制構築事業 

ア 目的 

新型コロナウイルス感染症患者が増加した場合において、地域で維持する必要の

ある医療機能を担う医療機関に自院の医師等の医療従事者を派遣する医療機関に対

して支援を行うことにより、救急医療等の地域医療体制を継続することを目的とす

る。 

イ 実施者 

    都道府県、市区町村及びその他厚生労働大臣が認める者 

ウ 内容 

    医師等が新型コロナウイルス対応に従事するために他の医療機関に応援に行き、

又は自院の新型コロナウイルス対応に従事しているため、厳しい診療状況となって

いる医療機関（派遣先）に、都道府県の定める計画に基づき、都道府県の登録を受

けた医師等を派遣する医療機関（派遣元）に対して、派遣実績に応じて支援を行う

ものとする。 

  エ 留意事項 

  （ア）派遣先の医療機関は、救命救急センター、二次救急医療機関、へき地医療拠点

病院、総合周産期母子医療センター、地域周産期母子医療センター、小児中核病

院、小児地域医療センター、小児地域支援病院とする。 

  （イ）派遣元は、医療機関として、１か月のべ５日以上（派遣先の常勤医師等の勤務

時間に準ずる）の派遣を行うこと。 

  （ウ）補助対象となる派遣期間は２か月間を上限とする。 
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  （エ）都道府県において、派遣元から医師等が派遣された実績を確認した上で支援を

行う。派遣元が派遣する医師等について、当該派遣期間の雇用調整助成金を受給

する場合は雇用調整助成金分を控除して支援を行う。 

  （オ）補助対象となる派遣人数の上限は、派遣先において新型コロナウイルス対応に

従事することにより地域で維持する必要のある医療機能に従事できない医師等の

数とする。 

 

（13）新型コロナウイルス感染症により休業等となった医療機関に対する継続・再開支援

事業 

ア 目的 

    新型コロナウイルス感染により休業・診療縮小を余儀なくされた医療機関に対し

て、継続・再開の支援を行うことにより、地域において必要な診療機能を維持する

ことを目的とする。 

イ 実施者 

    都道府県、市区町村及びその他厚生労働大臣が認める者 

ウ 内容 

    新型コロナウイルス感染により、休業・診療縮小を余儀なくされた医療機関の継

続・再開時に必要な整備を支援する。 

  エ 整備対象設備等 

（ア）ＨＥＰＡフィルター付き空気清浄機 

（イ）消毒経費 

   ただし、（ア）については歯科診療所を除く。 

 

（14）医療機関における新型コロナウイルス感染症の外国人患者受入れのための設備整備

事業 

ア 目的 

    外国人患者を受け入れる拠点的な医療機関において、新型コロナウイルス感染症

の疑いのある外国人が医療機関を適切に受診できる環境を確保することを目的とす

る。 

イ 実施者 

都道府県が選出する外国人患者を受け入れる拠点的な医療機関であって、かつ、

新型コロナウイルス感染症患者の受入れを行う医療機関として厚生労働大臣が認め

る者 

ウ 内容 

    新型コロナウイルス感染症疑いのある患者がそれ以外の疾患の患者と接触しない

ように設けられた動線に確実に誘導するとともに、院内感染防止上必要な情報を提

供するため、多言語の看板や電光掲示板等を医療機関内の次に掲げるような場所に

整備することを支援する。 

（ア）医療機関の入口等、患者が医療機関を訪れる際にはじめに立ち寄る場所 
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（イ）新型コロナウイルス感染症の疑いのある患者が待機する場所 

エ 留意事項 

（ア）「都道府県が選出する外国人患者を受け入れる拠点的な医療機関」とは、平成

31 年３月 26 日医政総発 0326 第３号・観参第 800 号厚生労働省医政局総務課長・

観光庁外客受入担当参事官通知「「外国人患者を受け入れる拠点的な医療機関」

の選出及び受入体制に係る情報の取りまとめについて（依頼）」に基づき都道府

県が選出した医療機関もしくは選出を予定している医療機関をいう。 

（イ）「新型コロナウイルス感染症患者等の受入れを行う医療機関」とは、次に掲げ

る医療機関とする。 

① 帰国者・接触者外来を設置している又は設置を予定している医療機関 

② 入院を要する救急患者に対応可能な次の医療機関 

・ 感染症指定医療機関 

・ 「新型コロナウイルス感染症患者等の入院病床の確保について（依頼）」

（令和２年２月９日厚生労働省健康局結核感染症課事務連絡）等に基づき、

新型コロナウイルス感染症の患者等のための病床を確保している、もしくは、

都道府県の調整等に応じて入院患者等の受入を行う意向がある医療機関 

（ウ）（イ）の①及び②の交付対象機関は、合計で、各都道府県で定める二次医療圏

の数に１を加えた数を超えないものとする。 

 

 



 

 

健感発０４３０第３号 

令和２年４月 30 日 

 

 

  都 道 府 県  

各 保健所設置市  衛生主管部（局）長 殿 

  特 別 区  

 

厚生労働省健康局結核感染症課長 

（ 公 印 省 略 ） 

 

新型コロナウイルス感染症の軽症者等に係る宿泊療養及び自宅療養における 

公費負担医療の提供について 

 

新型コロナウイルス感染症の患者のうち、高齢者や基礎疾患を有する者など

以外の方で、症状がない又は医学的に症状が軽い方（以下「軽症者等」という。）

に係る対応については、「新型コロナウイルス感染症の軽症者等に係る宿泊療養

及び自宅療養の対象並びに自治体における対応に向けた準備について」（令和２

年４月２日付け事務連絡）、「新型コロナウイルス感染症の軽症者等の宿泊療養

マニュアルの送付について」（同日付け事務連絡）及び「新型コロナウイルス感

染症患者が自宅療養を行う場合の患者へのフォローアップ及び自宅療養時の感

染管理対策について」（同日付け事務連絡）において、医療提供体制（入院医療

提供体制）の対策の移行が行われた際の軽症者等の宿泊や自宅での療養の対象

者並びに都道府県、保健所設置市及び特別区（以下「都道府県等」という。）並

びに帰国者・接触者外来等における必要な準備事項、宿泊や自宅での療養を行う

場合の患者へのフォローアップ、受入施設での対応等について、お示ししたとこ

ろである。 

 今般、軽症者等が、都道府県が用意する宿泊施設での安静・療養（以下「宿泊

療養」という。）中又は自宅での安静・療養（以下「自宅療養」という。）中に医

療機関、薬局及び指定訪問看護事業者（以下「医療機関等」という。）を受診（往

診、訪問診療等による受診を含む。）した場合の公費負担医療の取扱について、

下記のとおり取りまとめたので、その対応に遺漏なきを期されたい。 

 なお、この取扱いは、保険局保険課、国民健康保険課、高齢者医療課及び医療

課にも協議済みであること申し添える。 

 

 



 

 

記 

 

 

第１．公費負担医療による補助の内容について 

 １．補助事業の概要 

   今般、都道府県等においては、「地域で新型コロナウイルス感染症の患者

が増加した場合の各対策（サーベイランス、感染拡大防止策、医療提供体制）

の移行について」（令和２年３月１日付け事務連絡）、「新型コロナウイルス

感染症の軽症者等に係る宿泊療養及び自宅療養の対象並びに自治体におけ

る対応に向けた準備について」（令和２年４月２日付け事務連絡）、「新型コ

ロナウイルス感染症の軽症者等の宿泊療養マニュアルの送付について」（同

日付け事務連絡）及び「新型コロナウイルス感染症患者が自宅療養を行う場

合の患者へのフォローアップ及び自宅療養時の感染管理対策について」（同

日付け事務連絡）等を踏まえ、入院病床の状況等に鑑み、必要な場合には、

軽症者等に対して、宿泊療養及び自宅療養を実施しているところである。 

   今般、本日（令和２年４月 30 日）成立した令和２年度補正予算に基づき、

都道府県が医療機関等に対して、令和２年４月１日以降に、軽症者等が宿泊

療養中又は自宅療養中に医療機関等を受診した新型コロナウイルス感染症

に係る医療のうち、保険給付後のなお残る自己負担額を補助した場合、その

費用を新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金の対象として補助す

る（以下「本補助事業」という。）ものとする。なお、軽症者等の宿泊療養

及び自宅療養については、都道府県等が保健所において実施する事務もあ

るところだが、新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金の交付対象

が都道府県（保健所設置市及び特別区は対象に含まない。）であることから、

都道府県において補助等を実施すること。 

 

 ２．補助事業の対象となる医療 

   本補助事業の対象となる医療は、次の①～③に掲げる要件をみたす必要

がある。 

① 都道府県等の実施する宿泊療養又は自宅療養の対象となった軽症者

等が受けた医療であること 

 （例）宿泊療養中又は自宅療養中の軽症者等が、体調不良等により、自

ら希望して往診等により受けた医療が対象となる。 

（例）都道府県等が医療機関に対し、宿泊療養中又は自宅療養中の軽症

者等への健康観察を委託している場合、健康観察として委託した範

囲に含まれない医療が本補助事業の対象となる。当該委託の範囲に



 

 

おいて健康観察の一貫として行われた医療は、本補助事業の対象で

はなく、別途、医療機関への委託費として新型コロナウイルス感染

症緊急包括支援交付金の対象となる。 

② 軽症者等が都道府県等の実施する宿泊療養又は自宅療養を受けてい

る期間に受けた医療であること 

（例）宿泊療養又は自宅療養の認定前に実施した医療や宿泊療養又は自

宅療養の解除後に実施した医療は対象とならない。 

③ 新型コロナウイルス感染症に係る医療（往診、訪問診療、電話等情報

通信機器による診療、訪問看護、調剤等によるものを含む。）であること 

（例）新型コロナウイルス感染症に関するものとして医師等が実施した

医療が対象であり、新型コロナウイルス感染症に関するものでない

医療や新型コロナウイルス感染症に感染していなかったとしても

実施されたであろう医療は対象とならない。 

（例）宿泊療養及び自宅療養の性質上、往診等による医療が基本となる

が、軽症者等の体調を踏まえ、都道府県等が調整等した上、医療機

関において外来診療を受診した医療も対象となる。 

 

 ３．補助事業の補助額 

   本補助事業の補助額は、新型コロナウイルス感染症に係る医療について、

医療保険各法の規定による医療又は高齢者の医療の確保に関する法律の規

定による医療に要する費用の額の算定方法の例により算定した当該医療に

要する費用の額の合計額から、医療保険各法又は高齢者の医療の確保に関

する法律の規定による医療に関する給付に関し保険者が負担すべき額を控

除した額に係る受診者の自己負担額とする。なお、他の公費負担医療との適

用順については、感染症法第 37 条に基づく公費負担医療と同様の取扱いと

する（同条に基づく公費負担医療、「新型コロナウイルス核酸検出の保険適

用に伴う行政検査の取扱いについて」（令和２年３月４日健感発 0304 第５

号厚生労働省健康局結核感染症課長通知。同月 25 日改正。以下「３月４日

通知」という。）による PCR 検査等に係る補助（以下「３月４日通知による

PCR 検査等の補助」という。）及び本補助事業による補助を併給する場合に

は、同条に基づく公費負担医療の適用、３月４日通知による PCR 検査等の補

助、本補助事業による補助の順に適用するものとする）。 

（例）軽症者等が宿泊療養又は自宅療養を受ける前に新型コロナウイルス感

染症に感染しているか否かを判断するために実施した PCR 検査につい

ては、宿泊療養又は自宅療養の期間中の医療ではないため、本補助事業

ではなく３月４日通知による PCR 検査等の補助が適用される。 



 

 

（例）宿泊療養又は自宅療養を受けている軽症者等が宿泊療養又は自宅療養

を解除するために実施する PCR 検査については、３月４日通知による

PCR 検査等の補助を優先して適用した後、なお残る自己負担額について

本補助事業による補助を適用する。 

 

 ４．補助事業の適用対象期間 

   本補助事業は令和２年４月１日以降に行われた医療（令和２年４月診療

分以降）を対象とする。 

 

第２．補助事業の補助の実施方法 

 １．都道府県と社会保険診療報酬支払基金及び国民健康保険団体連合会の委

託契約 

   都道府県における、医療機関等に対する補助に係る事務を円滑かつ適切

に実施するため、軽症者等が宿泊療養中又は自宅療養中に医療機関等を受

診した新型コロナウイルス感染症に係る医療のうち、保険給付後のなお残

る自己負担額について、令和２年５月診療分（６月請求分）から、その審査

及び支払事務を社会保険診療報酬支払基金及び国民健康保険団体連合会

（以下「審査支払機関」という。）に委託することを可能とした。別添１及

び別添２の契約書及び覚書の文案を参考に、審査支払機関に対して、診療報

酬等の審査及び支払事務を委託する場合においては、速やかに所要の契約

の締結及び覚書の交換を行うようお願いする。 

 

 ２．保健所における都道府県への連絡及び軽症者等の受診の調整 

   保健所においては、「新型コロナウイルス感染症の軽症者等に係る宿泊療

養及び自宅療養の対象並びに自治体における対応に向けた準備について」

（令和２年４月２日付け事務連絡）等を踏まえ、症状が悪化した際に速やか

に適切な医療機関等を受診できる体制の確保等を行い、迅速に新型コロナ

ウイルス感染症患者の受入れ可能な医療機関等の受診につなげることがで

きるよう、事前に医療提供及び搬送体制について調整を行うとともに、宿泊

療養中又は自宅療養中の軽症者等が医療機関等を受診するに当たり、受診

する医療機関等の調整を行うこと。 

また、軽症者等が宿泊療養中又は自宅療養中に医療機関等を受診した場合

には、前述のとおり、医療機関等から、審査支払機関を通じて、都道府県に

対して、当該受診に係る費用を請求することになることから、保健所は、軽

症者等の氏名や軽症者等が宿泊療養中又は自宅療養中に受診を行うことと

している医療機関等名等の必要な情報を都道府県に対して、適宜、連絡する



 

 

こと。 

   また、軽症者等が医療機関等を受診するに当たり、当該者が宿泊療養中又

は自宅療養中の軽症者等であることを医療機関等が判断することができる

よう、軽症者等に対して、あらかじめ配布した書面のうち、宿泊療養中又は

自宅療養中であることを証明することができる書面を、受診時に医療機関

等に提示するよう指示すること。なお、当該宿泊療養中又は自宅療養中であ

ることを証明することができる書面の具体例としては、次に掲げるものな

どが考えられる。 

  ・ 軽症者等に配布する宿泊療養又は自宅療養に関する説明資料やリーフ

レット（「新型コロナウイルス感染症の軽症者等の宿泊療養マニュアルの

送付について」（令和２年４月２日付け事務連絡）様式１参照） 

  ・ 軽症者等に配布する宿泊療養中又は自宅療養中の健康観察票（「新型コ

ロナウイルス感染症の軽症者等の宿泊療養マニュアルの送付について」

（令和２年４月２日付け事務連絡）様式７参照） 

 

 ３．医療機関等における現物給付 

   令和２年５月診療分（６月請求分）以降、医療機関等においては、軽症者

等が宿泊療養中又は自宅療養中に新型コロナウイルス感染症に係る医療を

受診した場合、当該医療に係る自己負担額を当該軽症者等から徴収する際、

第１に基づいて都道府県が医療機関等に支払う金額分を当該軽症者等に支

給する（当該軽症者等の負担と相殺することも差し支えない）。 

 

 ４．都道府県における償還払い 

   令和２年５月診療分（６月請求分）以降については、都道府県、医療機関

等、軽症者等の事務負担軽減のため、原則として、審査支払機関を通じた補

助を行うこととする。 

   なお、令和２年４月診療分の医療に係る費用については、都道府県が医療

を受けた本人からの請求に基づき、その費用を本人に対して支給すること。

都道府県は、当該請求に当たり、本人に対して、受診時の領収書等の費用の

確認できる書類の提出等を求めること。 

 

以上 

 

  



 

 

（別添１） 

 

新型コロナウイルス感染症の軽症者等の宿泊療養又は自宅療養期間中における 

新型コロナウイルス感染症に係る医療に関する診療報酬等の審査及び支払事務 

に関する契約書（案） 

 

 「新型コロナウイルス感染症の軽症者等に係る宿泊療養及び自宅療養における公費

負担医療の提供について」（令和２年４月 30 日健感発 0430 第３号厚生労働省健康局結

核感染症課長通知。以下「４月 30日通知」という。）等に基づく、新型コロナウイル

ス感染症の軽症者等の宿泊療養又は自宅療養期間中における新型コロナウイルス感染

症に係る医療に関する診療報酬等の審査及び支払事務について、○○都道府県知事

（以下「甲」という。）と社会保険診療報酬支払基金○○支部長（以下「乙」とい

う。）との間に次の通り契約を締結する。 

 

第一条 乙は、甲が４月 30 日通知に基づいて行う医療費の負担について、毎月、医療

機関、薬局及び指定訪問看護事業者（以下「医療機関等」という。）に対して支払う

べき費用（以下「診療報酬等」という。）の内容の迅速適正な審査及び支払事務を引

き受けるものとする。 

第二条 甲は、乙が前条の規定に基づいて行う医療費の負担に関し、毎月、医療機関

等に対して支払う診療報酬等について、毎月、概ね１か月半分に相当すると考えら

れる診療報酬等の額を乙に概算払するものとする。 

第三条 乙は、前条の規定による概算払を受けたときは、各診療担当月の翌々月 20日

までに精算を完了するものとする。 

第四条 甲は、社会保険診療報酬支払基金法（昭和 23 年法律第 129 号）第 26 条の規

定による事務費として、別に定める事務費算定の基礎となる１件当たりの金額に毎

月診療報酬等の精算の基礎となった診療件数を乗じて得た額を乙に支払うものとす

る。 

第五条 甲は、乙に関する帳簿書類を閲覧し、説明を求め及び報告を徴することがで

きるものとする。 

第六条 この契約の有効期間は、令和２年５月１日より令和３年３月 31日までとす

る。 

第七条 この契約の有効期間の終了１月前までに、契約当事者のいずれか一方より何

等の意思表示をしないときは、終期の翌日において向う１か年間契約の更新をした

ものとみなす。 

この契約の確実を証するため本書２通を作成し双方署名捺印の上各々１通を所持す

るものとする。 

令和 年 月 日             

○○都道府県知事 氏 名      （印） 

社会保険診療報酬支払基金○○支部      

 支部長   氏 名      （印） 



 

 

（別添１・別紙） 

覚 書 （案） 

 

 令和 年 月 日付をもって、○○都道府県知事（以下「甲」という。）と社会保険

診療報酬支払基金○○支部長（以下「乙」という。）との間において締結した、新型コ

ロナウイルス感染症の軽症者等の宿泊療養又は自宅療養期間中における新型コロナウ

イルス感染症に係る医療に関する診療報酬等の審査及び支払事務に関する契約の実施

に関する事項に関し、下記のとおり覚書を交換し相互にこれを遵守するものとする。 

 

記 

 

１ 契約書第二条に定める金額の概算払は、当分の間これを行わないものとする。こ

の場合、乙は甲に対し、毎月分につき医療機関等に対して支払う診療報酬等を診療

の翌々月 10 日までに請求し、甲は、その月の 20 日までにこれを支払うものとす

る。 

２ 乙は、審査が終了したときには診療報酬等請求内訳書を調製し、診療報酬明細

書、調剤報酬明細書及び訪問看護療養費明細書（以下「診療報酬明細書等」とい

う。）又は連名簿にこれを添付して甲に提出するものとする。 

３ 契約書第四条の事務費算定の基礎となる１件当たりの金額は、全国健康保険協会

の管掌する健康保険等の診療報酬請求書、調剤報酬請求書及び訪問看護療養費請求

書の審査及び支払事務に関し、全国健康保険協会と社会保険診療報酬支払基金との

間で契約した医療機関等に係る事務費算定の基礎となる１件当たりの金額によるも

のとする。 

４ 乙は、精算の基礎となった診療担当件数に基づいて甲に対し、診療担当月の翌々

月 10 日までに事務費を請求し、甲は請求のあった日の属する月の 20 日までにこれ

を支払うものとする。 

５ 診療報酬明細書等を不備その他の理由により医療機関等に返送しなければならな

いときは、乙が当該医療機関等に直接送付するものとする。 

６ 返送又は照会中のものでその月の 10日までに再提出ができないか又は回答のない

ものは、翌月の審査に附するものとする。 

７ 乙は、甲から審査及び支払の内容について説明を求められたときは直ちに説明の

できるように常にその内容をつまびらかにしておくものとする。 

 

令和 年 月 日             

○○都道府県知事 氏 名      （印） 

社会保険診療報酬支払基金○○支部      

 支部長   氏 名      （印） 

 

  



 

 

（別添２） 

 

新型コロナウイルス感染症の軽症者等の宿泊療養又は自宅療養期間中における 

新型コロナウイルス感染症に係る医療に関する診療報酬等の審査及び支払事務 

に関する契約書（案） 

 

 「新型コロナウイルス感染症の軽症者等に係る宿泊療養及び自宅療養における公費

負担医療の提供について」（令和２年４月 30 日健感発 0430 第３号厚生労働省健康局結

核感染症課長通知。以下「４月 30日通知」という。）等に基づく、新型コロナウイル

ス感染症の軽症者等の宿泊療養又は自宅療養期間中における新型コロナウイルス感染

症に係る医療に関する診療報酬等の審査及び支払事務について、○○都道府県知事

（以下「甲」という。）と○○都道府県国民健康保険団体連合会理事長（以下「乙」と

いう。）との間に次の通り契約を締結する。 

 

第一条 乙は、甲が４月 30 日通知に基づいて行う医療費の負担について、毎月、医療

機関、薬局及び指定訪問看護事業者（以下「医療機関等」という。）に対して支払う

べき費用（以下「診療報酬等」という。）の内容の迅速適正な審査及び支払事務を引

き受けるものとする。 

第二条 甲は、乙が前条の規定に基づいて行う医療費の負担について、毎月、医療機

関等に対して支払う診療報酬等について、毎月、概ね１か月半分に相当すると考え

られる診療報酬等の額を乙に概算払するものとする。 

第三条 乙は、前条の規定による概算払を受けたときは、各診療担当月の翌々月 20日

までに精算を完了するものとする。 

第四条 甲は、乙の審査及び支払事務の執行に要する費用に充てる事務費として、別

に定める事務費算定の基礎となる１件当たりの金額に毎月診療報酬等の精算の基礎

となった診療件数を乗じて得た額を乙に支払うものとする。 

第五条 甲は、乙に関する帳簿書類を閲覧し、説明を求め及び報告を徴することがで

きるものとする。 

第六条 この契約の有効期間は、令和２年５月１日より令和３年３月 31日までとす

る。 

第七条 この契約の有効期間の終了１月前までに、契約当事者のいずれか一方より何

等の意思表示をしないときは、終期の翌日において向う１か年間契約の更新をした

ものとみなす。 

 

この契約の確実を証するため本書２通を作成し双方署名捺印の上各々１通を所持す

るものとする。 

令和 年 月 日             

○○都道府県知事 氏 名      （印） 

○○都道府県国民健康保険団体連合会     

 理事長   氏 名      （印） 



 

 

（別添２・別紙） 

覚 書 （案） 

 

 令和 年 月 日付をもって、○○都道府県知事（以下「甲」という。）と○○都道

府県国民健康保険団体連合会理事長（以下「乙」という。）との間において締結した、

新型コロナウイルス感染症の軽症者等の宿泊療養又は自宅療養期間中における新型コ

ロナウイルス感染症に係る医療に関する診療報酬等の審査及び支払事務に関する契約

の実施に関する事項に関し、下記のとおり覚書を交換し相互にこれを遵守するものと

する。 

 

記 

 

１ 契約書第二条に定める金額の概算払は、当分の間これを行わないものとする。こ

の場合、乙は甲に対し、毎月分につき医療機関等に対して支払う診療報酬等を診療

の翌々月 10 日までに請求し、甲は、その月の 20 日までにこれを支払うものとす

る。 

２ 乙は、審査が終了したときには診療報酬等請求内訳書を調製し、診療報酬明細

書、調剤報酬明細書及び訪問看護療養費明細書（以下「診療報酬明細書等」とい

う。）又は連名簿にこれを添付して甲に提出するものとする。 

３ 契約書第四条の事務費算定の基礎となる１件当たりの金額は、診療報酬明細書等

の１件当たりの審査及び支払事務の執行に要する費用とし、甲と乙との間で協議の

上、決定したもの（○○円）とする。 

４ 乙は、精算の基礎となった診療担当件数に基づいて甲に対し、診療担当月の翌々

月 10 日までに事務費を請求し、甲は請求のあった日の属する月の 20 日までにこれ

を支払うものとする。 

５ 診療報酬明細書等を不備その他の理由により医療機関等に返送しなければならな

いときは、乙が当該医療機関等に直接送付するものとする。 

６ 返送又は照会中のものでその月の 10日までに再提出ができないか又は回答のない

ものは、翌月の審査に附するものとする。 

７ 乙は、甲から審査及び支払の内容について説明を求められたときは直ちに説明の

できるように常にその内容をつまびらかにしておくものとする。 

 

令和 年 月 日             

○○都道府県知事 氏 名      （印） 

○○都道府県国民健康保険団体連合会     

 理事長   氏 名      （印） 

 

 

 



宿泊療養・自宅療養中の医療費等の取扱いについて

 ４月２日付け事務連絡等において、都道府県等に対して、軽症者等の宿泊療養・自宅療養（以下「宿泊療養等」）
中の取扱いとして、患者のフォローアップや必要な医療提供体制の確保について、お示ししたところ。

 宿泊療養等の期間中は、毎日、宿泊施設に配置された看護師等や保健所（又は委託を受けた者）が健康観察を
行うが、症状によっては、医療機関の受診が必要となる場合がある。この際、往診等によって、宿泊施設や自宅で
診療を受けることも想定されるため、当該診療に要する費用の自己負担分について、公費で補助することとする。

 また、宿泊療養等の終了時に行うPCR検査費用（感染症法第15条に基づく行政検査）についても、入院患者が退
院時に行う検査と同様に、自己負担分を公費で手当てすることとする（※）。

※確定診断時と同様に感染症予防事業費等負担金の対象とした上で、負担金対象外の部分（初再診料など）を交付金で手当て。

医療機関等

③往診等
→自己負担なし

宿泊施設の看護師
等・保健所（委託可）

①健康観察
（毎日）

厚労省

②診療の調整

審査支払機関
（支払基金、国保連合会）

医療等
の範囲

①往診等

• 宿泊療養・自宅療養中に要した新型コロナウイルス
感染症に係る医療等
※新型コロナウイルスに関連のない医療は対象外

※往診・訪問診療、外来診療（電話等情報通信機器に
よる診療を含む。）、訪問看護、調剤が対象。

②宿泊療養等の終了時のPCR検査

予算 ①緊急包括支援交付金 （令和２年度補正予算）
②感染症予防事業費等負担金＋緊急包括支援交付金

補助率 国1/2、都道府県（※）1/2
※上記負担金は保健所設置市・特別区を含む。

（※１）宿泊療養等では、事前に症状変化時の連絡体制・医療体制等を整備す
ることとしており、原則として、軽症者等から連絡を受けた宿泊施設や保
健所等の窓口が、往診等を調整（図②）。
なお、自宅療養者について、地域の実情に応じて、軽症者等自らが医療
機関等に依頼可とする場合も、保健所等に事前相談。

（※２）往診等は、宿泊施設に配置される医師やあらかじめ定める受入可能な
医療機関等による対応を想定。

（※３）入院を要する場合は、救急搬送・入院勧告で対応。

都道府県

④情報共有⑥請求に応じて支払い
（自己負担分）

⑦国庫補助

宿泊療養・自宅療
養中の軽症者等

⑤
請
求
に
応
じ
て
支
払
い

（②診療の依頼）

（①相談）

※受診時に宿泊療養・自宅療養中
であることを証明する書類を提示

【事前に】
審査・支払

に関する委託契約


